




























































































































































































円→ 1％、1，000円→1．5％、 1万円→ 2％、 2万円→2．5％、 3万円→ 3％。
（五）所得の査定は郡区長が調査委員会の決議によって行う。郡区長を下部徴

































の対策として明治18年度（明治18年 7月から翌年 3月までの 9ヶ月の会計年

































































































































































































内国税決算額計 地　　祖 酒（類）税 税収第 3位の税
明治10（1877）年度 4556 3945（86％） 305（7％）郵便税 81（2％）
明治20（1887）年度 6212 4215（68％）1307（21％）煙草税 159（3％）
明治30（1897）年度 8689 3796（44％）3110（36％）煙草税 493（6％）
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響」日本銀行金融研究所『金融研究』（2001年）152頁参照。大森によれば、通説と異な
り、すでにデフレ局面に入っていた時期に松方が増税、緊縮財政を実施した結果、物価
の下落を加速させたとみる。
（26）　牛米・前掲注（18）30頁。あわせて牛米努「松方財政下の税制構想」近代租税史研究
会編『近代日本の形成と租税』（有志舎、2008年）88頁も参照。
（27）　織井・山本・前掲注（20）59頁。
（28）　鈴木安蔵『憲法制定とロエスレル』（東洋経済新報社、1942年）432頁以下。
（29）　櫻井敬子「国家財政の基本構造（三）」国家学会雑誌111巻 1・ 2号（1998年）85頁以
下。
（30）　伊藤博文・宮沢俊義校註『憲法義解』（岩波書店、1940年）106頁以下。
（31）　穂積八束『憲法提要　下巻』（有斐閣、1910年）870頁以下。
（32）　副島義一『日本帝國憲法要論』（厳松堂書店、1916年）127頁以下。
（33）　美濃部達吉『憲法講話』（有斐閣、1918年）237頁以下。
（34）　松本重敏『憲法原論』（厳松堂、1922年）948頁以下。
（35）　清水澄『帝国憲法論』（明治大学出版部、出版年不明）192頁以下。
（36）　鈴木安蔵『史的唯物論と政治學』（中央公論社、1949年）170頁、178頁。
（37）　長山貴之「明治22年会計法と予算制度」香川大学経済学部研究年報41（2001年）103
頁以下に予算編成手続が詳しい。
 ―かしわざき　としよし・東京理科大学理工学部教授―
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納人規定と予算の性格〔柏﨑　敏義〕
